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１．計画の基本的事項

(1) 計画の基本的な考え方

(2) 都道府県医療介護総合確保区域の設定

(3) 計画の目標の設定等

本計画においては、県民が住み慣れた地域でいつまでも健康で暮らし続きることができ

るよう、医療機関間の連携の強化や在宅医療の充実、医療従事者の育成・確保の取り組み

を強化することにより、本県における医療提供体制の維持、充実を図るものとする。

高知県における医療介護総合確保区域を以下のとおり設定する。

●安芸（室戸市、安芸市、東洋町、奈半利町、田野町、安田町、北川村、馬路村、芸西村）

●中央（高知市、南国市、土佐市、香南市、香美市、本山町、大豊町、土佐町、大川村、

いの町、仁淀川町、佐川町、越知町、日高村）

●高幡（須崎市、中土佐町、檮原町、津野町、四万十町）

●幡多（宿毛市、土佐清水市、四万十市、大月町、三原村、黒潮町）

☑２次医療圏及び老人福祉圏域と同じ

■高知県全域

① 高知県の医療と介護の総合的な確保に関する目標

高知県全域において、在宅医療の充実及び医療従事者の育成と確保の取り組みを

強化するための事業を実施し、以下の目標を設定する。

※（目標値は第 6期高知県保健医療計画（平成 25年度～29年度）と整合性を図っている）
・在宅療養支援診療所及び在宅療養支援病院数 ６０か所 → ６５か所

・県内初期臨床研修医 ５２人 → ６０人

・看護師等養成奨学金貸与者の指定医療機関就業率 ６７％ → ８０％

② 計画期間

平成 26年度～令和４年度
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■安芸

① 安芸区域の医療と介護の総合的な確保に関する目標

安芸区域においては、県全域において取り組む事業を実施することから、目標値

についても県全域の目標値と同様とする。

② 計画期間

平成 26年度～令和４年度

■中央

① 中央区域の医療と介護の総合的な確保に関する目標

中央区域では、県全域において取り組む事業を実施することから、目標値につい

ても県全域の目標値と同様とする。

② 計画期間

平成 26年度～令和４年度

■高幡

① 高幡区域の医療と介護の総合的な確保に関する目標

高幡区域では、県全域において取り組む事業を実施することから、目標値につい

ても県全域の目標値と同様とする。

② 計画期間

平成 26年度～令和４年度

■幡多

① 幡多区域の医療と介護の総合的な確保に関する目標

幡多区域では、県全域において取り組む事業を実施することから、目標値につい

ても県全域の目標値と同様とする。

② 計画期間

平成 26年度～令和４年度
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２．事業の評価方法

(1) 関係者からの意見聴取の方法

(2) 事後評価の方法

・職能団体、病院団体、医療保険者団体、患者団体、業界団体、市町村等の 105 団体及

び医療審議会委員 7名に対し、新基金を活用した事業について提案を募集。

・これに加え、広く提案を求めるためにパブリックコメントを実施（５月 19 日～７月

31 日）

・各団体からの提案をもとに、県と県医師会合同で平成 26 年度実施事業を検討。

・在宅医療に関連する事業については、高知県在宅医療体制検討会議において平成 26 年

度実施事業を検討。

・医療審議会において平成 26 年度県計画を審議。

計画の事後評価にあたっては、高知県医療審議会並びに５疾病５事業毎及び在宅医療に

設置している各検討会議等の意見を聞きながら評価を行い、必要に応じて見直しなどを

行うなど PDCAサイクルにより、計画を推進する。
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３．計画に基づき実施する事業

(1) 事業の内容等

事業の区

分

２．居宅等における医療の提供に関する事業

事業名 訪問看護推進事業 【総事業費】

4,376千円
事業の対

象となる

医療介護

総合確保

区域

県全域

事業の実

施主体

【H26】高知県、高知県訪問看護ステーション連絡協議会、高知県看護協
会

【H28】高知県
事業の目

標

・訪問看護を利用しやすい環境を整え、必要な方に適切な訪問看護サービ

スが提供される体制を整備の検討を行う。

・本県の訪問看護を推進するために、訪問看護に携わる看護職員に対し、

研修への参加を促すと共に、看護職員の資質向上を図る。

・年３回程度訪問看護推進協議会を開催する

事業の期

間

【H26】平成２６年４月１日～平成２７年３月３１日
【H28】平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日

事業の内

容

・訪問看護を利用しやすい環境を整え、必要な方に適切な訪問看護サービ

スが提供される体制を整備するため、訪問看護相談窓口を設置し、利用者

とその家族や、介護支援専門員などの関係者及び訪問看護事業所からの訪

問看護の利用等に関する相談に対し、電話及び面談を行う。【H26のみ】
・訪問看護推進協議会を設置し、訪問看護に関する課題及び対策の検討、

訪問看護に関する研修等の計画及び実施について検討する。

事業に要

する費用

の額

金

額

総事業費 4,376(千円) 基金充当額

（国費）

における

公民の別

公 305(千円)
基金 国 2,917(千円)

都道

府県

1,459(千円) 民 2,612(千円)

うち受託事業等（再掲）

2,612(千円)その他 (千円)

備考 （Ｈ26：4,189千円）
（Ｈ28：187千円）
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業

事業名 訪問看護師研修事業 【総事業費】

1,536千円
事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域

県全域

事業の実施

主体

高知県看護協会、高知県

事業の目標 ・在宅移行を推進する。

・研修受講者数

H26年度：57名→H27年度：53名【実績】
H28年度：各 60名

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日

事業の内容 在宅移行を支援する看護師及び訪問看護管理者を対象に研修を行い、訪

問看護師の確保及び質の向上、訪問看護ステーションの機能強化を図る。

事業に要す

る費用の額

金額 総事業費 1,536 (千円) 基金充当額

（国費）

における

公民の別

（注２）

公 (千円)
基金 国 1,024(千円)

都道

府県

512(千円) 民 1,024 (千円)

うち受託事業等

（再掲）（注３）

1,024 (千円)
その他 (千円)

備考（注４）
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業

事業名 訪問看護実践研修事業 【総事業費】

2,160千円
事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域

県全域

事業の実施

主体

高知大学、高知県

事業の目標 ・利用施設が増える。

H25年度：7施設→H26年度：19施設→H27年度：12施設【実績】
H28年度：20施設

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日

事業の内容 大学病院の専門医療チーム（専門看護師、認定看護師含む）が、地域の

医療機関・訪問看護ステーション等に対しコンサルテーションを行うこ

とにより、在宅医療・看護技術・介護術、アセスメント能力を高めるた

めの知識・技術の向上を図る。

事業に要す

る費用の額

金額 総事業費 2,160 (千円) 基金充当額

（国費）

における

公民の別

（注２）

公 1,440 (千円)
基金 国 1,440(千円)

都道

府県

720(千円) 民 (千円)

うち受託事業等

（再掲）（注３）

(千円)
その他 (千円)

備考（注４）
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業

事業名 在宅医療・介護連携のＩＣＴ連携システム構築事業 【総事業費】

85,022
千円

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域

県全域

事業の実施

主体

高知大学

事業の目標 在宅医療・介護の質が向上する

（利用施設数：150）

事業の期間 平成２７年１月～平成２９年３月３１日

事業の内容 在宅医療・介護の質の向上のため、ＩＣＴを活用した在宅医療・介護に

おける多施設・多職種間の患者情報の共有システムを整備する

事業に要す

る費用の額

金額 総事業費 85,022(千円) 基金充当額

（国費）

における

公民の別

公 (千円)
9,898基金 国 56,681(千円)

都道

府県

28,341(千円) 民 (千円)
46,783

うち受託事業等

（再掲）

(千円)
46,783

その他 (千円)

備考 （H26：1,013千円）
（H27：70,939千円）
（H28：13,070千円）
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業

事業名 医療従事者レベルアップ事業 【総事業費】

751
千円

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域

県全域

事業の実施

主体

高知県

事業の目標 医療従事者団体や病院等が実施する、在宅医療等に係る研修に対し、

日頃より在宅医療を専門的に取り組んでいる講師を派遣することで、関

係者に対して在宅医療への理解を促進し、よりよい退院支援や急変時の

入院受入につなげる。

【H28】・研修受講機関（団体）数：３カ所
・訪問診療導入研修開催数：１回

【H29】・研修受講機関（団体）数：３カ所
【R４】研修実施機関（団体）数：５機関

事業の期間 平成２８年９月１日～平成３０年３月３１日

令和３年４月１日～令和５年３月３１日

事業の内容 【H28】
・医療従事者団体や病院等が実施する在宅医療に係る研修に対し、専門

知識を持つ講師派遣を実施する。

・訪問診療の導入を検討している医療機関への医療経営コンサルタント

等による研修会を実施することで訪問診療への参入を促す。

【H29】
・医療従事者団体や病院等が実施する在宅医療や退院支援、在宅緩和ケ

アに係る研修に対し、専門知識を持つ講師派遣を実施する。

【R4】
県内の在宅医療提供体制の実情を鑑み、医療関係者における在宅医療へ

の理解を促進するために必要な研修内容・テーマを設定し、これに沿っ

た研修を医療従事者団体や病院等が実施する際に、専門知識をもつ講師

の派遣を実施する。

事業に要す

る費用の額

金額 総事業費 751(千円) 基金充当額

（国費）

における

公民の別

（注２）

公 (千円)
基金 国 500(千円)

都道

府県

251(千円) 民 500
(千円)
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うち受託事業等

（再掲）（注３）

(千円)
その他 (千円)

備考（注４）
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業

事業名 医療連携体制推進事業 【総事業費】

598千円
事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域

県全域

事業の実施

主体

高知県、高知大学（脳卒中連携パス事務局）

事業の目標 在宅医療の連携推進に向けて、急性期、回復期、維持期（在宅医療）で

の切れ目ない継続した医療の提供のため、連携パスの普及が必要であり、

既に連携パス体制が構築されている脳卒中について、継続可能な運営方

法を確立することで、今後は脳卒中以外の疾病についても拡大し、県全

体での地域連携パス体制を構築する。

事業の期間 平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日

事業の内容 脳卒中連携パス体制について、実施状況の分析や対策の検討を行うと

ともに、平成 28年度の診療報酬改定に対応した、継続可能な体制運営に
向けたルールづくりを行い、他の疾病も含めた県全体での地域連携パス

体制の構築を推進する。

事業に要す

る費用の額

金額 総事業費 598(千円) 基金充当額

（国費）

における

公民の別

（注２）

公 (千円)
基金 国 398(千円)

都道

府県

200(千円) 民 (千円)
398

うち受託事業等

（再掲）（注３）

(千円)
398

その他 (千円)

備考（注４）
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業

事業名 在宅歯科医療連携室整備事業 【総事業費】

7,408千円
事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域

県全域

事業の実施

主体

高知県、高知県歯科医師会

事業の目標 ・在宅歯科医療機器貸し出し件数が 5年間で５件以上増加する
・「在宅歯科連携室」稼働件数が 5年間で 10件以上増加する

事業の期間 平成２６年４月１日～平成２７年３月３１日

事業の内容 病気やけがで通院が困難な方が、在宅等で、適切な歯科治療及び歯科保

健医療サービスを受けられるようにするため、「在宅歯科連携室」を相談

窓口として、訪問歯科診療を行う歯科医の紹介や、訪問歯科医療機器の

貸し出し管理、多職種連携会議の開催等を行う。

事業に要す

る費用の額

金額 総事業費 7,408(千円) 基金充当額

（国費）

における

公民の別

公 (千円)
基金 国 2,705(千円)

都道

府県

1,353(千円) 民 2,705(千円)

うち受託事業等

（再掲）

2,705(千円)
その他 3,350 (千円)

備考
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事業の区分 ２．居宅等における医療の提供に関する事業

事業名 在宅歯科診療設備整備事業 【総事業費】

17,082千円
事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域

県全域

事業の実施

主体

高知県、高知県歯科医師会

事業の目標 ・訪問歯科診療を実施する歯科医院が 5年間で 10件増加する
・訪問歯科診療件数が 5年間で 10件増加する

事業の期間 平成２６年４月１日～平成２７年３月３１日

事業の内容 県内で訪問歯科診療を実施する歯科医療機関を増加させ、ニーズが増加

しつつある訪問歯科医療提供体制の充実化を図ることを目的として、国

または県が指定する研修を修了した歯科医療機関に対し、訪問歯科診療

を開始するにあたって必要な歯科医療機器の初度設備整備費用を補助す

る。

事業に要す

る費用の額

金額 総事業費 17,082(千円) 基金充当額

（国費）

における

公民の別

公 (千円)
基金 国 3,796(千円)

都道

府県

1,898(千円) 民 3,796
(千円)

うち受託事業等

（再掲）

(千円)

その他 11,388(千円)

備考
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事業の区分 ３．医療従事者の確保に関する事業

事業名 地域医療支援センター運営事業 【総事業費】

469,330千円
事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域

県全域

事業の実施

主体

一般社団法人高知医療再生機構、高知大学

事業の目標 若手医師の県内定着率の向上等により、若手医師の減少や地域・診療科

間の医師の偏在を解消する

事業の期間 平成２６年４月 1日～平成２７年３月３１日

事業の内容 ・医師不足の状況の把握・分析等に基づく医師の適正配置調整と一体的

に若手医師のキャリア形成支援を行う。

・若手医師の留学や資格取得、研修等の支援を行う。

・県外からの医師招聘等、即戦力となる医師の確保を行う。

事業に要す

る費用の額

金額 総事業費 469,330(千円) 基金充当額

（国費）

における

公民の別

公 6,644
(千円)基金 国 21,424(千円)

都道

府県

10,713(千円) 民 14,780
(千円)

うち受託事業等

（再掲）

14,780
(千円)

その他 437,193(千円)

備考
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事業の区分 ３．医療従事者の確保に関する事業

事業名 中山間地域等医療提供体制確保対策事業 【総事業費】

50,000千円
事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域

県全域

事業の実施

主体

高知県

事業の目標 県外私立大学から県内中山間地域の医療機関への医師派遣数：３名

事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日

事業の内容 本県の課題となっている中山間地域など医療サービスが偏在する地域に

おいて、医療提供体制の確保を図るために、県外私立大学との連携によ

り、偏在地域における中核的な医療機関に医師を派遣する。

事業に要す

る費用の額

金額 総事業費 50,000(千円) 基金充当額

（国費）

における

公民の別

（注２）

公 (千円)
33,333基金 国 33,333(千円)

都道

府県

16,667(千円) 民 (千円)

うち受託事業等

（再掲）（注３）

(千円)
その他 (千円)

備考（注４）
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事業の区分 ３．医療従事者の確保に関する事業

事業名 県内指定医療機関医師住宅整備支援事業 【総事業費】

76,780千円
事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域

県全域

事業の実施

主体

市町村、医療機関

事業の目標 高知県医師養成奨学貸付金における県内指定医療機関の勤務環境の改善

を促進し、各医療機関の医師の確保・定着を図る

（平成３３年度末の若手医師（40歳未満）数：750人）
事業の期間 平成２７年１月～平成３０年３月３１日

事業の内容 高知県医師養成奨学貸付金の貸与を受けた若手医師が勤務する県内指定

医療機関等における若手医師の確保・定着の促進に向けて、福利厚生面

のなかでも、財政負担が大きいため遅れがちな医師住宅の整備を助成し、

若手医師にとって魅力ある環境を整備する。

事業に要す

る費用の額

金額 総事業費 76,780(千円) 基金充当額

（国費）

における

公民の別

公 36,800
(千円)基金 国 51,186(千円)

都道

府県

25,594(千円) 民 14,386
(千円)

うち受託事業等

（再掲）

(千円)

その他 (千円)

備考 （Ｈ26：11,040千円）
（Ｈ27：32,620千円）
（Ｈ28：33,120千円）
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事業の区分 ３．医療従事者の確保に関する事業

事業名 系統的医療供給体制整備検討事業 【総事業費】

126千円
事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域

県全域

事業の実施

主体

高知県医師会

事業の目標 若手医師の減少や地域・診療科間の医師の偏在を解消する。

（平成３３年度末の若手医師（40歳未満）数：750人）

事業の期間 平成２７年１月～平成２８年３月３１日

事業の内容 高知大学等と連携した地域医療体制の安定的構築に向け、民間病院の代

表である県医師会が行う、県内の自治体病院と民間病院との中山間等に

おける両者の役割分担や、相互支援のあり方等について検討する事業、

また県内医療関係者の目指すべき方向性を明らかにし、具体的な取り組

みを推進する事業に対して補助し、得られた成果を元に地域医療提供体

制の構築を目指す。

事業に要す

る費用の額

金額 総事業費 126(千円) 基金充当額

（国費）

における

公民の別

公 (千円)

基金 国 84(千円)
都道

府県

42(千円) 民 84
(千円)

うち受託事業等

（再掲）

(千円)

その他 (千円)

備考 （Ｈ26：126千円）
（Ｈ27：0千円）
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事業の区分 ３．医療従事者の確保に関する事業

事業名 医師養成奨学貸付金貸与事業 【総事業費】

301,560千円
事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域

県全域

事業の実施

主体

高知県

事業の目標 県内で医師が不足する地域における医師の確保に向けて、若手医師の県

内定着の促進を図る。

（平成３３年度末の若手医師（40歳未満）数：750人）
事業の期間 平成２６年４月 1日～平成２７年３月３１日

事業の内容 医学部学生のうち、将来高知県内の医療機関で医師として勤務する意思

のある者に対して、奨学金を貸し付ける。

特に不足している、産婦人科、小児科、脳神経外科、麻酔科の医師とし

て従事する意思のある者には修学金に加算して貸与する。

事業に要す

る費用の額

金額 総事業費 301,560(千円) 基金充当額

（国費）

における

公民の別

（注２）

公 (千円)

基金 国 63,077(千円)
都道

府県

31,539(千円) 民 63,077
(千円)

(千円)

その他 206,944(千円)
備考（注４）
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事業の区分 ３．医療従事者の確保に関する事業

事業名 産科医等確保支援事業 【総事業費】

57,140千円
事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域

県全域

事業の実施

主体

医療機関

事業の目標 分娩手当等の支給により、産科医療機関及び産科医の数を維持する

（分娩取扱施設数：16、医師数(分娩取扱施設の医師)：41）

事業の期間 平成２６年４月１日～平成２７年３月３１日

事業の内容 産科・産婦人科医師が減少する現状に鑑み、地域でお産を支える産科医

等に対し分娩手当等を支給することにより、処遇改善を通じて、急激に

減少している産科医療機関及び産科医等の確保を図る。

事業に要す

る費用の額

金額 総事業費 57,140(千円) 基金充当額

（国費）

における

公民の別

公 11,376(千円)
基金 国 22,263(千円)

都道

府県

11,132(千円) 民 10,887(千円)

うち受託事業等

（再掲）

(千円)
その他 23,745(千円)

備考
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事業の区分 ３．医療従事者の確保に関する事業

事業名 新生児医療担当医確保支援事業 【総事業費】

4719 千円
事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域

県全域

事業の実施

主体

高知県

事業の目標 【H26目標】新生児担当手当の支給により、新生児医療に従事する現状
の医師数を維持する

（手当を支給している医療機関の新生児医療に従事する医師数：25人）
【R3目標】ＮＩＣＵ入院見込み数（手当支給件数）：214 件

事業の期間 【H26年度】平成 26年４月１日～平成 27年３月３１日
【R３年度】 令和３年４月１日 ～ 令和４年３月 31 日

事業の内容 医療機関におけるＮＩＣＵにおいて、新生児医療に従事する医師に対し

て、新生児担当手当等を支給することにより、過酷な勤務状況にある新

生児医療担当医の処遇改善を図る。

事業に要す

る費用の額

金額 総事業費

4,719(千円)
基金充当額

（国費）

における

公民の別

公

1,335(千円)
基金 国

1,335(千円)
都道

府県 668(千円)
民 (千円)

うち受託事業等

（再掲）

(千円)
その他

2,716(千円)

備考 （Ｈ26年度：1,130千円）
（Ｒ３年度： 873千円）
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事業の区分 ３．医療従事者の確保に関する事業

事業名 輪番制小児救急勤務医支援事業 【総事業費】

7,739千円
事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域

中央区域

事業の実施

主体

県内医療機関

事業の目標 ・小児救急医療体制の確保

・年間を通じての輪番日における小児救急勤務医の確保

【H28】小児救急勤務医に対する手当の支給件数：250件以上
【H30】小児救急勤務医に対する手当の支給件数：426件以上

小児科病院群輪番制病院における小児科勤務医の確保：

H28年度 40人→H30年度 42名
事業の期間 【H28】平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日

【H30】平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日
事業の内容 本事業は、小児救急医療体制の維持を図ることを目的に、小児科病院

群輪番制病院が行う救急勤務医医師に対する手当の支給の支援を行うこ

とにより、医療従事者の確保・養成に資することを目的としている。

事業に要す

る費用の額

金額 総事業費

7,739(千円)
基金充当額

（国費）

における

公民の別

（注２）

公

3,796(千円)
基金 国

5,159(千円)
都道

府県 2,580(千円)
民

1,316(千円)
うち受託事業等

（再掲）（注３）

(千円)
その他 (千円)

備考（注４） （H28：3,740千円）
（H30：3,999千円）
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事業の区分 ３．医療従事者の確保に関する事業

事業名 小児救急トリアージ担当看護師設置支援事業 【総事業費】

8,127千円
事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域

中央区域

事業の実施

主体

県内医療機関

事業の目標 ・小児救急医療体制の確保

・年間を通じての輪番日における小児救急トリアージ担当看護師の確保

○担当看護師に対する手当の支給件数：250件以上
事業の期間 平成２８年４月１日～平成２９年３月３１日

事業の内容 本事業は、小児救急医療体制の確保と充実を図ることを目的として、

小児救急患者のトリアージを担当する看護師を設置する医療機関に対

し、看護師設置に必要な費用の支援を行うことにより、医療従事者の確

保・養成に資することを目的としている。

事業に要す

る費用の額

金額 総事業費 8,127
(千円)

基金充当額

（国費）

における

公民の別

（注２）

公 525
(千円)

基金 国 2,164
(千円)

都道

府県

1,082
(千円)

民 1,639
(千円)

うち受託事業等

（再掲）（注３）

(千円)
その他 4,881

(千円)
備考（注４）
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事業の区分 ３．医療従事者の確保に関する事業

事業名 女性医師等就労環境改善事業 【総事業費】

5,218千円
事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域

県全域

事業の実施

主体

一般社団法人高知医療再生機構

事業の目標 女性医師が安心して勤務できる環境が整備される

事業の期間 平成２６年４月 1日～平成２７年３月３１日

事業の内容 ・出産、育児などにより診療の場から離れている女性医師が復職するた

めの相談窓口を設置し、復職先の医療機関の情報収集及び情報提供を行

うと共に、復帰に向けた研修の受け入れ調整及び受け入れ医療機関に対

する支援を行う。

・病後児保育を実施する医療機関に対する支援を行う。

事業に要す

る費用の額

金額 総事業費 5,218(千円) 基金充当額

（国費）

における

公民の別

公 (千円)

基金 国 804(千円)
都道

府県

403(千円) 民 804
(千円)

うち受託事業等

（再掲）

804
(千円)

その他 4,011(千円)

備考
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事業の区分 ３．医療従事者の確保に関する事業

事業名 新人看護職員研修事業 【総事業費】

26,981千円
事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域

県全域

事業の実施

主体

高知県、高知県看護協会、医療機関等

事業の目標 新人看護職員研修体制整備と指導者の質の向上が図られる

（新人看護職員研修事業 25施設）

事業の期間 平成２６年４月１日～平成２７年３月３１日

事業の内容 ・新人看護職員の資質向上と定着を図るために、どこの医療機関でも新

人看護職員がガイドラインに沿った研修を受けられる環境を整備し、研

修プログラムに沿って施設内研修を実施する。また、自施設で完結でき

ない研修についても、受講の機会を確保するために、多施設合同研修や

医療機関受入研修を行う。

・新人をサポートする職員の指導体制の強化を図る目的で、研修責任者

研修、教育担当者研修、実地指導者研修を行う。

・地域における連携体制を構築し、新人看護職員研修の推進を図る目的

で協議会を設置し、各地域での課題及び対策の検討、新人看護職員に関

する研修等の計画及び実施について検討する。

事業に要す

る費用の額

金額 総事業費 26,981(千円) 基金充当額

（国費）

における

公民の別

公 3,098(千円)
基金 国 8,116(千円)

都道

府県

4,059 (千円) 民 5,018(千円)

うち受託事業等

（再掲）

1,825(千円)
その他 14,806(千円)

備考
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事業の区分 ３．医療従事者の確保に関する事業

事業名 看護職員資質向上推進事業 【総事業費】

8,167千円
事業の対象と

なる医療介護

総合確保区域

県全域

事業の実施

主体

高知県、高知県看護協会等、国立大学法人等

事業の目標 ○がん中期研修、糖尿病中期研修、救急看護短期研修：

・看護職員のキャリアアップを支援し、質の向上が図られる

○看護教員継続研修、実習指導者講習会：

・看護職員の質の向上とともに、基礎教育の質の向上が図られる。

・潜在看護職員復職研修：15人が研修を修了する。
○院内助産所・助産師外来助産師等研修：

・院内助産所または助産師外来の開設施設数が増加する

（平成 28年度末までに、院内助産所あるいは助産師外来が 1か所以上
開設できる。※現在：院内助産所 0、助産師外来 2）

事業の期間 平成２６年４月１日～平成２７年３月３１日

事業の内容 ・看護職員の専門性の向上を図るとともに、他職種連携にかかわる能力について研

修を実施し看護職員の資質の向上を図ることを目的に、糖尿病看護・救急看護短期

研修、がん中期研修、看護学校養成所の教員の成長段階別に応じた研修を実施する。

・看護師養成所の運営に関する指導要領に定められている実習施設の条件を満た

し、基礎教育における指導者の質の向上を図ることを目的に、看護学校養成所の看

護学生を受け入れる医療施設の実習指導者を対象として 240時間の講習会を開催
する。

・看護師確保において潜在看護師等の再就業の促進を図ることを目的に、臨床実務

研修を行う。

・院内助産所等開設促進及び助産師外来で勤務する助産師の資質向上を目的とした

研修会を実施する。

事業に要す

る費用の額

金額 総事業費 8,167(千円) 基金充当額

（国費）

における

公民の別

公 2,209(千円)
基金 国 5,444(千円)

都道

府県

2,723(千円) 民 3,235(千円)
うち受託事業等

（再掲）

3,235(千円)
その他 (千円)

備考
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事業の区分 ３．医療従事者の確保に関する事業

事業名 看護職員確保対策特別事業 【総事業費】

19,246千円
事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域

県全域

事業の実施

主体

高知県、高知県看護協会

事業の目標 ・看護管理者支援研修会：職場環境改善の促進が図られる

【H26、H29年度】全体研修１回、地域別研修１か所（予定）
【R1年度】全体研修２回（予定）

・看護学生等進学就職支援事業：県内の医療機関が周知される

進学・就職ガイドブックの作成、就職説明会１回＜参加学生 160名＞
・高知県の看護を考える検討委員会：看護職員確保に向けての課題の抽

出ができ、対策を検討できる

【R1年度】開催回数２回（予定））
事業の期間 【H26年度】平成２６年４月１日～平成２７年３月３１日

【H29年度】平成２９年４月１日～平成３０年３月３１日
【R1年度】 平成３１年４月１日～令和 ２年３月３１日

事業の内容 ・新人看護職員の支援的、指導的立場にあるリーダ看護師及び看護師長

等看護管理者の育成を行い、就業環境の改善及び看護職員の離職防止を

図る。

・看護関係学校進学ガイドブック、就職ガイドブックの作成や就職説明

会を開催し、進路選択、職業選択及び納得のいく職場探しの支援を行い、

県内看護職員の確保・定着を図る。

・高知県の看護を考える検討委員会を立ち上げ、課題抽出を行い、地域

の実情に応じた看護職員確保定着のための対策を検討する。

事業に要す

る費用の額

金額 総事業費 19,246 (千
円)

基金充当額

（国費）

における

公民の別

公 3,546 (千円)

基金 国 12,830(千円)
都道

府県

6,416 (千円) 民 9,284(千円)

うち受託事業等

（再掲）

9,284(千円)
その他 (千円)

0
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備考 （H26：3,461千円）
（H29：8,417千円）
（R1 ：7,368千円）
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事業の区分 ３．医療従事者の確保に関する事業

事業名 看護師等養成所運営等事業 【総事業費】

357,237千円
事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域

中央区域

事業の実施

主体

一般社団法人、学校法人、医療法人

事業の目標 学校運営の経済的支援を行うことで、保健師助産師看護師法の基準を満

たした適切な学生の教育環境が整備される

事業の期間 平成２６年４月１日～平成２７年３月３１日

事業の内容 看護学生の学習環境の質を保ち、学校運営を継続していくために、看護

師等養成所の運営に必要な人件費、教材費、実習施設謝金等経費に対し

補助を行い、適切な学校運営の支援を図る

事業に要す

る費用の額

金額 総事業費 357,237(千円) 基金充当額
（国費）

における

公民の別

公 (千円)
基金 国 46,702(千円)

都道

府県

23,351(千円) 民 46,702 (千円)

うち受託事業等

（再掲）

(千円)
その他 287,184(千円)

備考
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事業の区分 ３．医療従事者の確保に関する事業

事業名 看護師等養成所初度設備整備事業 【総事業費】

31,888千円
事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域

中央区域

事業の実施

主体

学校法人、社会医療法人

事業の目標 看護師等養成所の運営に関する指導要領で定められている機械器具、標

本、模型及び図書が２新設校において整備される

事業の期間 平成２６年８月５日～平成２７年３月３１日

事業の内容 看護職員養成数の確保を図ることを目的に、標本、模型及び教育用機械

器具等、看護師養成所の新設に必要な設備整備購入費を補助することで

看護師養成所の新設を支援する。

事業に要す

る費用の額

金額 総事業費 31,888(千円) 基金充当額

（国費）

における

公民の別

公 (千円)
基金 国 8,889(千円)

都道

府県

4,445(千円) 民 8,889(千円)

うち受託事業等

（再掲）

(千円)
その他 18,554(千円)

備考



29

事業の区分 ３．医療従事者の確保に関する事業

事業名 看護師等養成所施設整備事業 【総事業費】

388,264千円
事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域

中央区域

事業の実施

主体

学校法人、社会医療法人

事業の目標 保健師助産師看護師法で定められている基準を満たした学習環境が２新

設校において整備される

事業の期間 平成２６年８月５日～平成２８年３月３１日

事業の内容 看護師の養成及び確保に向けて、適切な学習環境の整備を図ることを目

的に、看護師養成所の新設に必要な施設整備に対し補助を行う。

事業に要す

る費用の額

金額 総事業費 388,264(千円) 基金充当額
（国費）

における

公民の別

公 (千円)
基金 国 111,424(千円)

都道

府県

55,713(千円) 民 111,424(千円)

うち受託事業等

（再掲）

(千円)
その他 221,127(千円)

備考 （Ｈ26：51,486千円）
（Ｈ27：115,651千円）
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事業の区分 ３．医療従事者の確保に関する事業

事業名 看護職員の就労環境改善事業 【総事業費】

1,282千円
事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域

県全域

事業の実施

主体

高知県

事業の目標 【H26年度】６施設の勤務環境改善が図られる
【R4年度】WLBへの取組み施設：10施設

事業の期間 平成２６年４月１日～平成２７年３月３１日

令和４年４月１日 ～ 令和５年３月 31 日

事業の内容 【H26年度】
看護業務の効率化や職場風土の改善、勤務環境の改善に向けた取組を促

進するためにｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰに介入してもらい施設の課題を抽出し看護師確

保のための改善に取り組む。

【R4年度】
看護協会のWLB推進の取組みを活用しながら、看護業務の効率化や職
場風土の改善、勤務環境の改善に向けた取組を促進するために、アドバ

イザーに介入してもらい、施設の課題を抽出し、看護師確保・離職防止

に取り組む。

事業に要す

る費用の額

金額 総事業費 1,282(千円) 基金充当額

（国費）

における

公民の別

公 854(千円)
基金 国 854(千円)

都道

府県

428(千円) 民 (千円)

うち受託事業等

（再掲）

(千円)
その他 (千円)

備考 （Ｈ26：619千円）
（R4：663千円）



31

事業の区分 ３．医療従事者の確保に関する事業

事業名 院内保育所運営事業 【総事業費】

408,118
千円

事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域

県全域

事業の実施

主体

医療機関

事業の目標 医療従事者の離職防止及び再就業を促進するとともに、医療機関による

入院治療の必要はないが、安静の確保に配慮する必要がある集団保育が

困難な児童の保育が確保される

（平成２６年度補助施設２０ヵ所）

事業の期間 平成２６年４月１日～平成２７年３月３１日

事業の内容 医療従事者の離職防止、再就職の促進及び病児等保育の実施を図るため、

医療機関が実施する院内保育所の運営に対し補助をする。

事業に要す

る費用の額

金額 総事業費 408,118(千円) 基金充当額

（国費）

における

公民の別

公 (千円)
基金 国 54,350(千円)

都道

府県

27,175(千円) 民 54,350 (千円)

うち受託事業等

（再掲）

(千円)
その他 326,593(千円)

備考
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事業の区分 ３ 医療従事者の確保に関する事業

事業名 小児救急医療体制整備事業 【総事業費】

16,914千円
事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域

中央区域

事業の実施

主体

高知市

事業の目標 ・小児科病院群輪番制を維持する

・輪番病院の深夜帯受診者を一日当たり７人以下にする

・輪番病院等の医師数を増やしていく（H25：輪番病院全体勤務医数 38

人）

事業の期間 平成２６年４月１日～平成２７年３月３１日

事業の内容 休日夜間における小児救急患者の二次救急医療の確保のため、中央保健

医療圏内の小児科を有する公的５病院が、二次輪番体制で小児の重症救

急患者に対応する。

事業に要す

る費用の額

金額 総事業費 16,914(千円) 基金充当額

（国費）

における

公民の別

（注２）

公 7,516(千円)
基金 国 7,516(千円)

都道

府県

3,759(千円) 民 (千円)
うち受託事業等

（再掲）

(千円)
その他 5,639(千円)

備考
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事業の区分 ３ 医療従事者の確保に関する事業

事業名 小児救急電話相談事業 【総事業費】

8,482千円
事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域

県全域

事業の実施

主体

高知県

事業の目標 小児救急医療の適正受診が図られる

・小児科病院群輪番病院の１日当たり受診者数を７人以下にする

事業の期間 平成２６年４月１日～平成２７年３月３１日

事業の内容 夜間に保護者からの小児医療に関する電話相談を看護師が受け、適切な

助言や指導を行うことで、保護者の不安を軽減するとともに、医療機関

への適切な受診を推進する。

事業に要す

る費用の額

金額 総事業費 8,482(千円) 基金充当額

（国費）

における

公民の別

公 (千円)
基金 国 5,654(千円)

都道

府県

2,828(千円) 民 5,654(千円)

うち受託事業等

（再掲）

5,654(千円)
その他 (千円)

備考
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事業の区分 ３ 医療従事者の確保に関する事業

事業名 薬剤師確保対策事業 【総事業費】

1,880千円
事業の対象

となる医療

介護総合確

保区域

県全域

事業の実施

主体

高知県、高知県薬剤師会

事業の目標 【H30 目標】

就職説明会への参加やインターンシップの実施等、薬学生への直接的

な働きかけの強化により薬学生の県内就職を促すとともに、高校生への

セミナー開催等、中長期的な薬剤師確保対策を講じることで県内薬剤師

を確保し、地域医療の維持に繋げる。

40歳未満の薬剤師の確保：H28年度 509人→H31年度 545人
【R２目標】

・薬系大学就職説明会への参加（７回）

・就職情報サイトの周知（リーフレット配布・web広告）
・県出身薬学生に対しインターンシップを実施（５名程度の受入れ）

・高校生等への薬剤師職能セミナーの開催（参加者 100 名程度）

・就職支援協定締結大学オープンキャンパスへの参加支援

・病院薬剤師確保対策検討会の設置

事業の期間 【H30年度】平成３０年４月１日～平成３１年３月３１日
【R２年度】 令和２年４月１日～令和３年３月３１日

事業の内容 子育て世代を含めたブランクのある女性薬剤師等への復職支援や、就

職説明会の機会等を活用した薬学生等への就職情報の提供、インターン

シップによる県内就職に向けた働きかけ、また、高校生等への薬剤師職

能の周知など高知県薬剤師会が行う事業を支援する。

事業に要す

る費用の額

金額 総事業費

1,880(千円)
基金充当額

（国費）

における

公民の別

公 108
(千円)

基金 国 1,253(千円)
都道

府県

627(千円) 民

1,145



35

(千円)

うち受託事業等

（再掲）

1,145 (千
円)

その他 (千円)
0

備考 （H30: 796千円）
（R２：1,084千円）


